
政策の内容

生活満足度に関する指標（個別指標）

現状・課題

政策コストの状況（千円）

※「①事業活動（アクティビティ）」の予算・決算の合計

人工

72.0 73.0

再任用職員（26時間勤務） 0.0 0.0

会計年度任用職員（月額報酬の定めのある者） 19.0 19.0

再任用職員（31時間勤務） 6.0 5.0

07

公平公正・効率的で適正な賦課業務を実施します。
市税にかかる電子申告・申請を推進し、納税者の利便性の向上を図ります。

決算

2028年度 2029年度

政策

2026年度

公平公正・効率的な課税

指標名 質問文
基準値

2024年度
2025
年度

2026
年度

個人市民税・法人市民税・軽自動車税・市たばこ税・鉱産税・入湯税・事業所税の公平公正・効率的で適正な賦課業
務のため、個人市民税や所得税の申告書、給与支払報告書のほか、法人市民税申告書などの複数の税情報を全
国的なeLTAX、独自のRPA、税務基幹システム等を活用して業務に取り組んでいる。
令和８年２月から、eLTAXを活用した個人住民税の電子申告がスタートし、今後、多くの方にご利用いただくよう周
知、啓発を図っていくとともに、令和９年度からの法人向け軽自動車税納税通知書の電子的に副本を送付する仕組
みに対応していく。

予算

2025年度 2026年度 2027年度

4,722,108 328,010

2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度

正規職員（再任用フルタイム含む。）

政策シート

※総合計画基本計画に係る市民意識調査（アンケート）の結果

2027
年度

2028
年度

2029
年度

- -

（管理番号）

04 01 02 01

基本政策 政策

担当課名

市民税課
分野

1/6



①事業活動（アクティビティ）

※予算・決算は各事業に係る経費を計上

個人市民税、法人市民税及び軽自動車税などの賦課に要する経費として、給与支払報告書関連
の事務委託料、納税通知書や申告書等の印刷・郵便料などを執行し、公平公正・効率的で適正な
賦課業務を行っていく。

地方税滞納整理機構における軽自動車税申告書のデータ入力処理の負担金。

92,501

市民税課のデジタル関連事業に要する経費を執行し、税制改正や住民税申告等に適切な対応を
行っていく。

地方税滞納整理
機構負担金

市民税等デジタ
ル運営経費

222,418

13,091

2026年度
予算

（千円）

市民税等課税事
業

事業名 事業内容
2026年度

決算
（千円）
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②活動（アウトプット）指標

※達成率は該当年度の目標値に対する実績値から算出する。

③短期成果（アウトカム）指標

※達成率は該当年度の目標値に対する実績値から算出する。

10,000

達成率 - 115%

指標名 指標の定義 設定理由

目標値 -

実績値

実績値 11,491

634

-

-

実績値

達成率

目標値

2028
年度

2027
年度

2026
年度

2025
年度

10,00010,000 10,00010,000

住民税の電子申
告件数（件）

eLTAXを利用した個人住
民税の電子申告件数

令和８年２月からeLTAXによる
住民税の電子申告が出来るよう
になるため、このシステムを利
用して提出した件数とするもの

2024
年度

2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

-

-実績値

2029
年度

目標値 500 600 700 800 1,000

実績値

達成率 -

達成率 - 127%

目標値 -

2024
年度

-

-

達成率 -

指標名 指標の定義 設定理由
2029
年度

住民税の電子申
告案内数（件）

住民税の電子申告の案
内件数

住民税申告書の電子申告を推
進するため、住民税申告書を発
送した件数とするもの

目標値
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④長期成果（アウトカム）指標

※達成率は2034年度の目標値に対する実績値から算出する。

⑤目的：10年後(2034年)の理想の姿

実績値

2025
年度

2024
年度

2027
年度

2028
年度

2029
年度

目標値
2034
年度

指標名
基本計画

指標

99.53
2026年
7月頃
確定

引き続き安定的な財政運営が進められている。

達成率

実績値

達成率

2026
年度

指標の定義

99.93%

99.60○
現年課税分収入率
(％）

当該年度の現年課税分調
定額に対する収入額の割合
※実績値は翌年度７月頃に
確定する。

実績値

達成率
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「①事業活動（アクティビティ）」の実施内容と事業改善（2027年度記載）

「②活動（アウトプット）指標」の分析・評価と指標見直しの要否（2027年度記載）

事業名 事業改善の内容や今後の方向性

指標見直しの要否

実施内容

【2026年度の評価】

評価時に記載

評価時に記載
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「③短期成果（アウトカム）指標」の分析・評価と指標見直しの要否（2027年度記載）

2026年度の政策の評価と2027年度以降の取組の方向性（2027年度記載）

指標見直しの要否

評価時に記載

評価時に記載

6/6



政策の内容

生活満足度に関する指標（個別指標）

現状・課題

政策コストの状況（千円）

※「①事業活動（アクティビティ）」の予算・決算の合計

人工

71.0 73.0

再任用職員（26時間勤務） 0.0 0.0

会計年度任用職員（月額報酬の定めのある者） 15.0 16.0

再任用職員（31時間勤務） 10.0 9.0

07

公平公正・効率的で適正な賦課業務を実施します。
市税にかかる電子申告・申請を推進し、納税者の利便性の向上を図ります。

決算

2028年度 2029年度

政策

2026年度

公平公正・効率的な課税

指標名 質問文
基準値

2024年度
2025
年度

2026
年度

賦課課税である土地・家屋については、固定資産税の公平公正・効率的で適正な賦課業務実施に向けて、現況調
査の実施、航空写真の活用や登記課税連携システムを導入し業務に当たっている。
一方、申告納税である償却資産において、eLTAXによる申告制度は納税者の利便も図られ、効率的で適正な賦課
の実現にも大きく寄与するものである。現状、この利用率は申告全体の半数を超える割合になっているが、引き続き
納税者へ本制度を周知して、利用率の向上を図る。
なお、令和８年度は3年に一度の土地・家屋の評価替（令和９年度）の前年度にあたる。これに向けては順調に準備
を進めてきたところではあるが、当年度は通常の業務に加え、評価額や各種基準の見直しなどに対応する必要があ
る。

予算

2025年度 2026年度 2027年度

502,502 568,245

2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度

正規職員（再任用フルタイム含む。）

政策シート

※総合計画基本計画に係る市民意識調査（アンケート）の結果

2027
年度

2028
年度

2029
年度

- -

（管理番号）

04 01 02 02

基本政策 政策

担当課名

資産税課
分野

1/6



①事業活動（アクティビティ）

※予算・決算は各事業に係る経費を計上

市税収入を安定的に確保するため、土地・家屋・償却資産の適正な課税業務を推進し、固定資産
税・都市計画税の公正な課税を実現する。

固定資産税課税業務のデジタル運用に要する費用を執行し、固定資産税等の適正な賦課及び市
民サービスの向上を実現する。

253,188

固定資産税の評価に関し、３年ごとの評価替えを行うことにより、土地・家屋・償却資産の適正な課
税業務を推進し、固定資産税・都市計画税の公正な課税を実現する。

固定資産税等デ
ジタル運営経費

固定資産課税等
評価替事業

91,992

223,065

2026年度
予算

（千円）

固定資産税等課
税事業

事業名 事業内容
2026年度

決算
（千円）
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②活動（アウトプット）指標

※達成率は該当年度の目標値に対する実績値から算出する。

③短期成果（アウトカム）指標

※達成率は該当年度の目標値に対する実績値から算出する。

20,500

達成率 - 97%

指標名 指標の定義 設定理由

目標値 -

実績値

実績値 19,865

61.9

-

-

実績値

達成率

目標値

2028
年度

2027
年度

2026
年度

2025
年度

20,50020,500 20,50020,500

償却資産申告に
おける電子申告
の割合（％）

償却資産申告における
eLTAXの電子申告の占
める割合

償却資産申告において、eLTAX
による電子申告の占める割合を
指標として、市民の利便性向
上、効率的で適正な賦課の実
現を図るため

2024
年度

2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

-

58.1実績値

2029
年度

目標値 58.6 59.0 59.6 60.0 61.0

実績値

達成率 -

達成率 - 106%

目標値 -

2024
年度

-

20,421

達成率 -

指標名 指標の定義 設定理由
2029
年度

償却資産の電子
申告の案内数
（件）

償却資産申告のあらま
しの配布件数

納税者あてに申告書類と共に
郵送のほか、窓口等で説明資
料として使用及び配布をしてお
り、市民への周知を測る指標と
なるため

目標値
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④長期成果（アウトカム）指標

※達成率は2034年度の目標値に対する実績値から算出する。

⑤目的：10年後(2034年)の理想の姿

実績値

2025
年度

2024
年度

2027
年度

2028
年度

2029
年度

目標値
2034
年度

指標名
基本計画

指標

99.53
2026年
7月頃
確定

引き続き安定的な財政運営が進められている。

達成率

実績値

達成率

2026
年度

指標の定義

99.93%

99.60○現年課税分収入率（％）

当該年度の現年課税分調
定額に対する収入額の割合
※実績値は翌年度7月頃に
確定する。

実績値

達成率

4/6



「①事業活動（アクティビティ）」の実施内容と事業改善（2027年度記載）

「②活動（アウトプット）指標」の分析・評価と指標見直しの要否（2027年度記載）

事業名 事業改善の内容や今後の方向性

指標見直しの要否

実施内容

【2026年度の評価】

評価時に記載

評価時に記載
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「③短期成果（アウトカム）指標」の分析・評価と指標見直しの要否（2027年度記載）

2026年度の政策の評価と2027年度以降の取組の方向性（2027年度記載）

指標見直しの要否

評価時に記載

評価時に記載
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